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論 文 の 内 容 の 要 旨 
 

 近年の土砂災害被災実態からは，土砂災害リスクに対する認知度が低く，有事においても避

難行動を行わない住民の多いことが明らかとなっている。このような実態も踏まえ，本研究で

は，避難行動を促すためのソフト対策，とくに「土石流の警戒避難に有効と考えられる情報」

について検討した。 
まず,警戒避難を主導する市町村防災部局の実態について土砂災害実績が少ない北東北３県

の市町村を対象にアンケート調査し，課題の抽出及び土砂災害警戒避難にかかる各種情報のう

ち，何が十分であり，何が不十分か，また今後どのような情報が必要か，を把握した。次に，

住民が保有している点において身近な土砂災害ハザードマップを利用する上で，過去の土砂移

動現象を表わす地形発達史を土石流の警戒避難情報の一つとして用いることを，岩手県北上山

地及び鹿児島県根占地区における災害事例の分析により検討した。 
 以下に本研究で得られた知見をまとめる。 
（１）土砂災害警戒避難の実態 
・地域住民の自発的な避難行動を促すためには，土砂災害リスクを平常時から意識できる情報

を提供する必要があるが，地方行政の土砂災害警戒避難体制の実態としては，人員や知識な

ど不十分であることが明らかとなった。 
・我が国における地域住民の防災体制については行政依存が指摘されているが，行政の体制不

足を考慮すれば，地域住民自ら避難行動にうつせる情報が必要であり，既存の降雨予測等に

関する情報以外で，地域特性に関する情報を平常時から持つことが有効と考えられた。 
 
（２）地形発達史からみた土砂移動現象 
・地域特性として，地形発達史を長期的視点「起こりうる現象（想定される現象）」と短期的

視点「災害の起こりやすさ（どこが危険か）」の両面で警戒避難情報として活用できること

を示した。 



・長期的視点では，氷期の周氷河作用をうけて斜面が形成され土砂災害実績が少なかった岩手

県北上山地において，平成 28 年８月台風第 10 号豪雨により多数の土石流が生じたことか

ら，これを研究対象とした。航空レーザ計測データから作成された赤色立体地図判読と現地

調査から崩壊発生域の状況を確認するとともに，山地流域を構成する７種類の地形要素に分

類した。各地形要素に占める崩壊地の占有率は，高い順に「下位谷頭凹型斜面及びそれに連

なる遷急線下方斜面」，「埋積谷」，「その他の斜面」であった。また，台風豪雨では深さ約１

m 程度の崩壊が大半であり，完新世前期に形成された事例の多い下位谷頭凹型斜面を新た

に形成するような大きな地形変化は生じなかった。一方で，台風豪雨に伴う土石流と完新世

前期のものを構成する礫径で比較した結果，後者で土砂移動規模が大きかったことがわかっ

た。 
・短期的視点では，過去数十年間に複数の土砂移動実績があり，平成 22 年 7 月豪雨で深層崩

壊に伴う土石流が発生した鹿児島県根占地区での土石流災害を研究対象とした。過去２時期

の微地形判読と階層構造分析法，GIS を用いた解析により，対象地域において崩壊しやす

い地形要素（崩壊地，凸型斜面，段差面，クラック）が特定された。これらの地形要素の分

布状況から，流域の土砂生産ポテンシャル評価，その中での土砂生産危険箇所の抽出ができ

た。これにより，対象地域における流域ごとの相対的な土石流の発生しやすさの差が示され

た。 
 
（３）流域の地形発達史を取り入れた土石流の警戒避難情報の提案 
・２つの災害事例の検討結果を踏まえ，既存の土砂災害ハザードマップと併用または併記する

かたちで地形発達史を取り入れた土石流の警戒避難情報を提案した。 
・北上山地での検討結果を踏まえ，最終氷期以降の土砂移動と平成 28 年 8 月台風第 10 号に

伴う土砂移動から，当該地域の地形形成過程と台風第 10 号を上回る規模の土石流が想定さ

れることを示した。 
・鹿児島県での検討結果を踏まえ，当該地域において崩壊しやすい地形の特徴，流域ごとの相

対的な土石流の発生しやすさを可視化する形で示した。 
・行政（主に市町村）においては人員・知識不足等があることから，これらの情報を加味した

土砂災害ハザードマップ，すなわち対象流域の地形の成り立ちの理解を促す説明を付したハ

ザードマップを作成し研修等で利用することを提案した。 
・地域住民においては，地区防災計画の作成や住民自らが作成する土砂災害ハザードマップで

過去の土砂移動による地形変化（地形発達史）について理解を深めることが警戒避難に有効

であり，避難訓練や研修等で利用することを提案した。 
 
（４）今後の課題 

我が国では，土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域等が全国統一した考えた方により指

定されている。しかし，本論で示したように，地域によってまた流域ごとに過去の土砂移動を

反映した地形発達に差異が認められることから，今後は，地域特性である地形発達史に着目し

た情報を盛り込んで行政内部で活用するとともに，住民へ説明し，避難訓練等でも活用するこ

とが必要と考えられる。 
 

 



論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 

 本研究では、土砂災害での警戒避難に有効と考えられる情報に関して、まず、警戒避難を主

導する市町村防災部局の実態を把握するためのアンケート調査を実施し、課題の抽出及び警戒

避難にかかる各種情報のあり方を明らかにした。次に、住民が利用する土砂災害ハザードマッ

プに対して、岩手県北上山地（H28 年 8 月台風 10 号豪雨での土石流被害）及び鹿児島県根占

地区（H22 年 7 月豪雨での土石流被害）での災害事例を分析することで、過去の土砂移動現

象を表わす地形発達史を土石流の警戒避難情報の一つとして用いることを提案した。 
１．土砂災害警戒避難の実態 

土砂災害リスクを平常時から意識できる情報提供が必要であるが、地方行政の土砂災害警戒

避難体制の実態としては、人員や知識などが不十分であることが明らかとなり、既存の降雨予

測情報以外で、地域特性に関する情報を平常時から持つことが有効であると考えられた。 
２．地形発達史からみた土砂移動現象 

地形発達史を長期的視点「起こりうる現象」と短期的視点「災害の起こりやすさ」の両面か

ら、警戒避難情報として活用できることを示した。 
長期的視点では、土砂災害実績が少なかった岩手県北上山地での土石流被害を、赤色立体地

図判読と現地調査から崩壊発生状況を確認した結果、各地形要素に占める崩壊地の占有率は

「下位谷頭凹型斜面及びそれに連なる遷急線下方斜面」や「埋積谷」で高く、完新世前期に形

成された事例の多い下位谷頭凹型斜面を新たに形成するような大きな地形変化は生じていなか

ったが、台風豪雨に伴う土石流と完新世前期で構成する礫径で比較した結果、後者で土砂移動

規模が大きかったことが判明した。 
短期的視点では、過去数十年間に複数の土砂移動実績がある鹿児島県根占地区での土石流災

害を、微地形判読や階層構造分析法と GIS を用いた解析から、流域の土砂生産ポテンシャル

評価が可能となり、流域ごとの相対的な土石流の発生しやすさの差異を示すことができた。 
３．流域の地形発達史を取り入れた土石流の警戒避難情報の提案 

二つの災害事例の検討結果を踏まえた地形発達史を取り入れた新たな土砂災害ハザードマッ

プによる土石流の警戒避難情報を提案した。これらの研究成果は、市町村防災部局での土砂災

害ハザードマップ運用において有効な知見であり、過去の土砂移動による地形変化（地形発達

史）について理解を深めることで、今後の地域防災体制にとって有益なものになる。 
本審査委員会は、「岩手大学大学院連合農学研究科博士学位論文審査基準」に則り審査した

結果、本論文を博士（農学）の学位論文として十分価値のあるものと認めた。 
 
 
 
学位論文の基礎となる学術論文 
１．金俊之・檜垣大助（2017）：市町村へのアンケート結果からみた防災部局の土砂災害警戒

避難体制の実態と課題について, 砂防学会誌 70(4)：18-25 
 
２．金俊之・檜垣大助（2019）：地形的背景からみた岩手県北上山地における平成 28 年 8 月

台風第 10 号豪雨の土砂移動, 日本地すべり学会誌 56(3)：104-114 
 


